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国
の
経
済
対
策
に
歩
調
を
合
わ
せ
な
が
ら
、

　

効
率
的
、
効
果
的
な
財
政
運
営
に
努
め
る
！

普通会計

歳　入

２９３億
９,５８５万円

自主財源
（
３０
.５
％
）

依
存

財
源（６９.５％）

５８億１,１８５  万円
（１９.８％      ）  

市 税

１１０億８,４５６  万円
（３７.７％      ）  

地方交付税

２８億８,９３８  万円
（９.８％      ）  

県支出金

２８億３,６９０  万円
（９.７％      ）  

国庫支出金

２３億８,９０１  万円
（８.１％      ）  

市債

１２億２,７６０  万円
（４.２％      ）  

その他

３１億５,６５３  万円
（１０.７％      ）  

繰越金・繰入金・
諸収入ほか

　

平
成
22
年
度
の
普
通
会
計
の
歳
入

決
算
額
は
、
２
９
３
億
９
、５
８
５
万

円
で
、
前
年
度
に
比
べ
16
億
１
、 

７
６ 

４
万
円
（
５
．８
％
）
の
増
額
と 

な
っ

て
い
ま
す
。

　

歳
入
全
体
の
75
％
を
占
め
る
一
般

歳  

入

歳  

出

　

歳
出
決
算
額
は
２
８
２
億
２
、２
８ 

５
万
円
で
、
前
年
度
と
比
べ
15
億
５ 

７
４
万
円
（
５
．６
％
）
の
増
額
と
な
っ

て
い
ま
す
。

　

こ
れ
を
性
質
別
に
分
析
す
る
と
、
子

ど
も
手
当
の
創
設
や
公
債
費
の
繰
り

上
げ
償
還
を
お
こ
な
っ
た
こ
と
よ
り

《
義
務
的
経
費
》
に
お
い
て
８
億
５
、 

４
８
２
万
円
の
増
額
、
国
の
経
済
対
策

事
業
で
普
通
建
設
事
業
費
が
伸
び
《
投

資
的
経
費
》
が
５
億
９
、９
８
０
万
円

の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。
ま
た
、
選

挙
費
や
除
雪
経
費
な
ど
の
伸
び
に
よ
り

《
物
件
費
》
が
１
、７
８
６
万
円
の
増
と

な
っ
た
ほ
か
、
減
債
基
金
、
特
定
目
的

基
金
へ
の
積
立
に
よ
り
《
積
立
金
》
が

８
億
２
、３
７
４
万
円
の
増
額
と
な
り

ま
し
た
。

　

一
方
、《
補
助
費
等
》
で
は
、
病
院

事
業
会
計
へ
の
負
担
金
が
大
き
い
で
す

が
、
定
額
給
付
金
事
業
の
廃
止
な
ど
で

前
年
度
と
比
べ
５
億
６
、４
８
２
万
円

の
減
額
と
な
っ
た
ほ
か
、《
繰
出
金
》

も
下
水
道
事
業
費
が
縮
小
し
た
こ
と
か

ら
１
億
９
、０
３
３
万
円
の
減
額
と
な

り
ま
し
た
。

　

歳
入
歳
出
差
引
額
は
、
11
億
７
、３ 

０
０
万
円
で
、
こ
の
う
ち
23
年
度
に
繰

り
越
し
た
事
業
に
必
要
な
財
源
を
差
し

引
い
た
実
質
収
支
は
、
６
億
７
３
１
万

円
の
黒
字
決
算
と
な
り
ま
し
た
。

　

平
成
22
年
度
は
、
国
の
経
済
対
策
に

歩
調
を
合
わ
せ
な
が
ら
、
ま
た
経
済
対

策
に
よ
る
交
付
金
を
財
源
と
し
て
、
地

域
経
済
の
活
性
化
と
活
力
あ
る
地
域
づ

く
り
に
積
極
的
に
取
り
組
ん
で
ま
い
り

ま
し
た
。
し
か
し
、
国
の
経
済
対
策

に
よ
る
交
付
金
は
一
過
性
の
も
の
で
あ

り
、
自
主
財
源
の
柱
で
あ
る
市
税
が
回

復
基
調
に
転
じ
る
ま
で
、
引
き
続
き
厳

し
い
財
政
運
営
が
強
い
ら
れ
て
い
ま

す
。

　

今
後
と
も
国
や
県
の
動
向
を
注
視
し

な
が
ら
、
引
き
続
き
、
効
率
的
、
効
果

的
な
財
政
運
営
を
念
頭
に
、
限
ら
れ
た

財
源
の
中
で
、
住
民
福
祉
の
向
上
に
取

り
組
ん
で
ま
い
り
ま
す
。

平
成
22
年
度
、
ど
の
よ
う
な
事
業
や
施
策
に
予
算
が
使
わ
れ
た
の
か
、
そ
の
概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

実
質
６
億
円
の

黒
字
決
算

※おことわり…表やグラフの金額
は、１万円未満を切り捨てている
ため、合計が一致しない場合があ
ります。

財
源
は
、
２
２
０
億
８
、２
４
９
万

円
で
、
こ
の
う
ち
、
臨
時
財
政
対
策

債
を
含
む
経
常
一
般
財
源
（
毎
年
経

常
的
に
収
入
さ
れ
る
一
般
財
源
）
は
、

１
８
６
億
２
、９
７
５
万
円
で
、
前
年

度
と
比
べ
８
億
５
、６
０
６
万
円
の
増

額
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
れ
は
、
地
方
交
付
税
が
５
億
１
４

１
万
円
増
額
と
な
っ
た
こ
と
や
、
償
還

費
用
が
後
年
度
の
地
方
交
付
税
に
算
入

さ
れ
る
臨
時
財
政
対
策
債
が
５
億
３
、 

５
７
５
万
円
の
増
と
な
っ
た
こ
と
が
あ

げ
ら
れ
ま
す
。

　

ま
た
、
病
院
整
備
事
業
に
対
す
る

公
共
投
資
臨
時
交
付
金
な
ど
、
国
の

財
源
を
伴
う
県
支
出
金
が
12
億
５
、 

５
６
４
万
円
増
と
大
幅
な
伸
び
と
な
っ

て
い
る
反
面
、
市
税
に
つ
い
て
は
６
、 

８
７
９
万
円
の
減
で
、
特
に
個
人
市
民

税
の
減
収
が
大
き
く
影
響
し
て
い
ま

す
。

２８２億
２,２８５        万円

普通会計

（性質別）歳出

人件費

扶助費

５２億４,２９７万円
（１８.６％      ）

（１１.２％      ）

（１５.３％      ）

（１２.２％      ）

（１０.１％      ）

（１３.４％      ）

（１３.３％      ）

（５.０％      ）

（０.１％      ）

（０.８％      ）

３１億６,９５４万円

公債費

物件費

維持補修費

４３億１,２９５万円

３４億３,６７１万円

補助費等
２８億４,４７４万円

投資的経費

積立金

繰出金

３７億９,６８７万円

投資・出資・貸付金

３７億６,９３８万円

２,０４０万円

１４億３６４万円

２億２,５５９万円

義務的
経
費
（
４
５
．
１
％
）

一
般

行政経費（２３．１％）

２８２億
２,２８５        万円

普通会計

（目的別）歳出

総務費
３３億５,４２７  万円
（１１.９％      ）  

民生費
７２億４,２０９万円
（２５.７％      ）

衛生費
４４億３,０５９  万円
（１５.７％      ）

農林水産業費
１３億９,２１１ 万円

（４.９％      ）

商工費
６億１,５７９  万円

（２.２％      ）

土木費
３１億６,３０８  万円

（１１.２％      ）

消防費
８億９,０６４  万円
（３.１％      ）

教育費
２５億３,４８８     万円

（９.０％      ）

災害復旧費
１,２４９   万円
（０.０％      ）

公債費
４３億１,２９５  万円

（１５.３％      ）  

議会費
１億６,４４４   万円

（０.６％      ）

労働費
１億９４７  万円
（０.４％      ）

性質別歳出　用語の説明
人　件　費　　職員の給与、議員の報酬などの経費
扶　助　費　　高齢者福祉や児童福祉など社会保障に必要な
　　　　　　　経費
公　債　費　　借金返済のための経費
物　件　費　　消耗品や備品購入、委託料などの経費

▼
▼

▼
▼

▼
▼

▼
▼

維持補修費　　施設の維持補修のための経費
補 助 費 等　　各種団体への補助金や負担金などの経費
投資的経費　　公共施設の整備、改修に必要な経費
積　立　金　　将来の財源不足や支出に備えて積み立てる経費
繰　出　金　　特別会計へ支出するための経費

決算
h財政課　f（25）8111

平成22年度

▼


